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住工共生のまちづくりを推進するため、

東大阪市は次の施策に取り組んでいます

（１）市民とモノづくり企業が共生できる環境形成を

促進するための施策

（２）住工混在の緩やかな解消のための施策

（３）モノづくり企業の立地の促進及び操業の継続のための施策

（４）その他住工共生のまちづくりのための施策



語句の定義

• 住工共生のまちづくりを総合的に推進するために

平成25年に施行した「東大阪市住工共生のまちづ

くり条例」をいう。

条例

• 本市の区域内において、製造業を営んでいるもの

をいう。

モノづくり

企業

・ 工場の集積を維持するため条例に基づき指定した

市内の工業地域全域と91%の準工業地域をいう。

モノづくり

推進地域



（１）市民とモノづくり企業が

共生できる環境形成を

促進する施策



（１）市民とモノづくり企業が共生できる環境形成を促進する施策

相隣環境対策支援補助金の概要と交付実績

制度の概要

周辺住民の生活環境の保全を図るため、モノ
づくり企業から発生する騒音や振動の対策
（防音壁の設置などの改善対策）に対して補
助金を交付

補助条件

補助対象者 改善対策を行うモノづくり企業

補助対象経費 騒音、振動対策にかかる費用

補助率 1／2

補助限度額 300万円
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年度別 交付実績（H28〜R7）

※毎年2件分を予算化



（１）市民とモノづくり企業が共生できる環境形成を促進する施策

相隣環境対策支援補助金の活用効果（住民・事業者の声）

本補助金の活用により、騒音・振動の改善など生活環境の向上と、
事業活動の継続・発展の両立が図られています。

住民の声 事業者の声

• 工場の騒音が軽減され、
静かになった。

• 振動は今までと比べて
気にならないほどに
よくなった

• 周辺環境は同じまま生活環境が
よくなった

•支援策があったので
  防音設備の導入に向けての 
  意思決定がしやすかった

• 費用負担を軽減できた

• 地域住民との関係性が
よくなった

補助金活用により
住民と事業者の共生を

実現！



（２）住工混在の緩やかな

解消のための施策



（２）住工混在の緩やかな解消のための施策

工場移転支援補助金の概要と交付実績

制度の概要

住工混在を解消するために、市内の工業専用地
域とモノづくり推進地域以外の地域で製造業を営む
モノづくり企業が、その工場を市内の工業専用地域
又はモノづくり推進地域へ移転する場合に補助金を
交付

補助条件

補助対象者
工業専用地域及びモノづくり推進地域以外の用途
地域から、工業専用地域もしくはモノづくり推進地域
へ工場を移転するモノづくり企業

補助対象経費

補助率
1／2
※特別用途地区内への工場移転については2/3

補助限度額 500万円

年度別 交付実績（H28〜R7）

機械設備の移転にかかる費用
（移転先が特別用途地区の場合は、事務所の移転にかかる費用も対象）
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※H29からは毎年2件分を予算化



（２）住工混在の緩やかな解消のための施策

工場移転支援補助金の活用効果（住民・事業者の声）

住民の声 事業者の声

→ 

工場移転の促進

住工混在の緩やかな解消

本補助金の活用により、工場の移転が促進され、
住工混在の緩やかな解消と良好な住環境の形成につながっています。

・工場が移転されたので静か
になった。

・お互いにとって良い制度
 だと思う

・住環境がよくなった。

・操業しやすい地域で事業
 ができるようになった。

・設備更新や効率的な
 事業展開が可能となった。

・コミュニケーションの対象
が周辺住民から周辺工場に
変わった



（２）住工混在の緩やかな解消のための施策

住宅建築にかかるルール

制度の概要

モノづくり推進地域（工業地域・準工
業地域）における住宅建築時に、住工
共生の推進を目的として実施する制度。
建築主に対し、市との協議や周辺製造
業への事前説明、協議書・報告書の提
出等を求めている。

年度別 協議・手続き実績（H28〜R7）
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協議・手続件数

協議・手続き実績の対象

制度対象となる住宅建築案件ごとに、市
との協議や周辺製造業への説明・報告手
続きが必要となるため、その実施件数を
「協議・手続き実績」として集計してい
る。



高井田中一丁目地区
地区計画の策定（H29）

（２）住工混在の緩やかな解消のための施策



（２）住工混在の緩やかな解消のための施策



(3) モノづくり企業の立地の促進

 及び操業の継続のための施策



（３）モノづくり企業の立地の促進及び操業の継続のための施策

モノづくり立地促進補助金の概要と交付実績

制度の概要

市内の工業専用地域・モノづくり推進地域内で事
業者が一定面積以上の工場を新たに立地（新
築・建替・ 増築・取得）した場合、当該工場にか
かる土地及び工場の固定資産税及び都市計画税
相当額の一定割合を補助金として交付

補助条件
  （面積要件）

補助対象者

補助対象経費

当該工場で事業を営むモノづくり企業、当該工場の
所有者、当該工場の立地する土地の所有者

補助期間
3年間
※特別用途地区内への工場立地の場合は5年間

年度別 交付実績（H28〜R7）

当該工場にかかる土地及び工場の
固定資産税及び都市計画税の一定割合

工業専用地域：延床面積1,000㎡以上
モノづくり推進地域：延床面積500㎡以上
（特別用途地区は面積要件を適用しない）
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（３）モノづくり企業の立地の促進及び操業の継続のための施策

事業用地継承支援対策補助金

制度の概要

既存の一定面積以上の製造業事業用地を、引き
続き製造業の事業用地として売却し新たに工場が
立地された場合、もとの土地所有者に対して補助
金を交付

補助対象者 製造業の事業用地として
土地を売却したもとの所有者

補助率 売買契約金額の3％以内

補助限度額 500万円

年度別 交付実績（H28〜R7）

0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

交付件数

補助条件
  （面積要件）

売却する土地の面積：敷地面積250㎡以上
立地する工場の面積：延床面積500㎡以上

※特別用途地区内は土地利用要件・面積要件を
適用しない

備考 利活用の促進のため、周知を強化している

※毎年2件分を予算化



（３）モノづくり企業の立地の促進及び操業の継続のための施策

事業用地継承支援対策補助金の活用効果（土地所有者・事業者の声）

本補助金の活用により、製造業事業用地の継承と工場立地が促進され、
モノづくり企業の操業継続と産業集積の維持につながっています。

土地所有者の声 事業者の声

事業用地の
継承・活用

産業集積の維持・操業継続

・担当者の丁寧な対応により
安心して申請することができた。

・土地を製造業へ売却し、
事業用地の継承に貢献で
きてよかった。

・モノづくりのまちを
支える有意義な制度
であり、さらなる周
知を期待している。

・制度がなかったら購入でき
 なかったかもしれないので
 ありがたい。

・既存工場の周辺で確保がで  

 きて事業拡大につながった。

・市内での事業展開を継続で
 きた。



水走三・四丁目地域を新たに特別用途地区に指定しました（R5）

（３）モノづくり企業の立地の促進及び操業の継続のための施策

条例の趣旨を踏まえ、工業集積の維持・保全の推進にむけて、住宅等の立地
を制限することにより、住宅と工場の混在を未然に防止するとともに良好な
操業環境を保全するため、平成29年４月1日に 川田四丁目・水走五丁目を、
令和5年７月1日に水走三丁目(国道308号沿いの街区除く)・水走四丁目を特
別用途地区（工業保全地区）に指定しています。 

※特別用途地区とは

当該地区の特性にふさわしい
土地利用の実現等のため、
条例により土地の制限を
強化・緩和し
用途地域を補完する制度です。



（３）モノづくり企業の立地の促進及び操業の継続のための施策

＜特別用途地区指定に必要な手続＞

・ 素案の作成
・ 地元説明会の開催、
・ 大阪府との協議
・ 案の縦覧
・ 都市計画審議会への付議
・ 都市計画決定
・ 建築基準法に基づく条例の制定

など



（４）その他住工共生のまちづくり

のための施策



（４）その他住工共生のまちづくりのための施策

住工共生まちづくり活動支援補助金

制度の概要

条例に基づき認定された「住工共生まちづくり協議
会」が実施する事業に対して補助金を交付

補助条件

補助対象者 現在は「高井田まちづくり協議会」のみ

補助対象経費
「住工共生まちづくり協議会」が実施する

事業にかかる経費

補助率 1／2

補助限度額 10万円

年度別 交付実績（H28〜R7）

1 1 1 1 1 1 1

0 0 0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

交付件数
※毎年1件分を予算化



概 要

条例第19条により設置された住工共生まちづくり審議会を開催し、次
の事項について審議・報告している。

【審議事項】
（１）この条例の改廃に関すること。
（２）この条例に基づく住工共生のまちづくりの推進に関する

取組みに関すること。
（３）モノづくり推進地域の指定及び指定の解除に関すること。
（４）その他住工共生のまちづくりの推進に関する重要な事項に

関すること。

【報告事項】
・条例に基づく施策等の実施状況及び前項の規定に基づく意見

【開催日】令和7年4月28日
令和8年2月2日

住工共生まちづくり審議会を開催

（４）その他住工共生のまちづくりのための施策
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